
 

審査書 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所の特定廃棄物管理施設の変更に

係る設計及び工事の方法の認可（計測制御系統施設の一部更新）について 

 

Ⅰ．審査の結果 

原子力規制委員会は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「申請者」

という。）が申請した「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所の特定廃

棄物管理施設の変更に係る設計及び工事の方法の認可申請書〔計測制御系統施設の一

部更新〕（平成３０年１２月２６日付け３０原機（環保）０２１をもって申請、令和元

年６月７日付け令０１原機（環保）０１１、令和元年１２月１７日付け令０１原機（環

保）０１６及び令和２年２月２０日付け令０１原機（環保）０１８をもって一部補正。

以下「本申請」という。）」を審査した結果、本申請は、核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「法」という。）第５１

条の７第３項の各号の規定に適合しているものと認める。 

 

Ⅱ．申請内容 

 １．申請の概要 

本申請に係る設計及び工事の方法は、平成３０年８月２２日に許可された国立研

究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所廃棄物管理事業変更許可申請書（平

成２６年２月７日付け申請、平成２７年５月２１日付け、平成２９年１２月２８日

付け、平成３０年３月１９日付け及び平成３０年６月１１日付け一部補正。以下「事

業変更許可申請書」という。）に従って、高経年化対策として、β・γ固体処理棟Ⅳ

の分類セルの β・γ 封入設備圧力計測制御設備及びβ・γ貯蔵セルのβ・γ貯蔵

セル圧力計測制御設備のうち、それぞれの指示調節計（空／電変換器、電／空変換

器を含む。）及び差圧伝送器（以下「指示調節計等」という。）の更新を行うもので

ある。 

 

２．施設区分 

計測制御系統施設 

    計測制御設備のうち 

     圧力に関する計測制御設備のうち 

      分類セル及び β・γ貯蔵セル 

 

Ⅲ．審査の方針 

１．審査の方針 



 
 

審査においては、法第５１条の７第３項に定めるところにより、本申請の内容が

法第５１条の７第３項各号の規定に適合しているかを以下（１）～（３）のとおり

確認することとした。 

（１）第１号については、本申請が、廃棄物管理施設の事業変更の許可を受けたとこ

ろによるものであるかを確認する。 

（２）第２号については、特定第一種廃棄物埋設施設又は特定廃棄物管理施設の設計

及び工事の方法の技術基準に関する規則（平成４年総理府令第４号。以下「設工

認規則」という。）に適合しているかを確認する。 

（３）第３号については、廃棄物管理事業者の設計及び工事に係る品質管理の方法及

びその検査のための組織が、特定廃棄物管理施設に係る廃棄物管理事業者の設計

及び工事に係る品質管理の方法及びその検査のための組織の技術基準に関する規

則（平成２５年原子力規制委員会規則第３２号。以下「品質管理技術基準規則」

という。）に適合しているかを確認する。 

 

２．審査の方法 

（１）審査は、申請者が提出した申請書に基づき行った。 

（２） 審査に当たっては、本申請に係る廃棄物管理施設に対する事業変更許可申請書、

設工認規則及び品質管理技術基準規則を用いた。 

 

Ⅳ．審査内容 

 １．法第５１条の７第３項第１号への適合性について 

本申請は、事業変更許可申請書に記載された施設区分のうち、本審査書Ⅱ．２に

示すβ・γ固体処理棟Ⅳに設置している分類セルのβ・γ封入設備圧力計測制御

設備及びβ・γ貯蔵セルの β・γ貯蔵セル圧力計測制御設備のうち、セルと建家

内の差圧の監視及び制御並びに負圧異常低下時の警報作動の機能を有する指示調

節計等の更新に関するものであり、事業変更許可申請書における設計条件として以

下のとおりとしている。 

  （１）分類セル内の負圧の監視及び制御並びに負圧異常低下検知時の警報作動 

  （２）β・γ貯蔵セル内の負圧の監視及び制御並びに負圧異常低下検知時の警報作

動 

 

原子力規制委員会は、本申請の内容が、以上の事業変更許可申請書に従って設け

られた β・γ 封入設備圧力計測制御設備及びβ・γ貯蔵セル圧力計測制御設備の

一部である指示調節計等を高経年化対策として更新するものであることを確認し

たため、法第５１条の７第３項第１号に適合していると認める。 

 



 
 

２．法第５１条の７第３項第２号への適合性について 

本申請は、β・γ封入設備圧力計測制御設備及びβ・γ貯蔵セル圧力計測制御

設備のうち、差圧の監視及び制御並びに負圧異常低下時の警報作動の機能を有する

指示調節計等の更新に関するものであるため、設工認規則のうち、閉じ込めの機能

（第６条第１項第３号）、安全機能を有する施設（第１２条第２項）及び計測制御

系統施設（第１４条第１項及び第２項）への適合性を確認した。 

（１） 閉じ込めの機能（設工認規則第６条第１項第３号） 

       設工認規則第６条第１項は、特定廃棄物管理施設は、放射性廃棄物を限定さ

れた区域に閉じ込める機能を保持するように施設しなければならないとし、第

３号では、放射性廃棄物による汚染の発生のおそれのある室は、必要に応じ、        

その内部を負圧状態に維持し得るものであることを要求している。 

申請者は、申請書及び添付書類において、本申請により指示調節計等を更新

する β・γ封入設備圧力計測制御設備及びβ・γ貯蔵セル圧力計測制御設備

により、セル内部の負圧を監視し、負圧を一定の範囲に維持するよう制御する

設計としている。 

 

    原子力規制委員会は、本申請により指示調節計等を更新するβ・γ封入設

備圧力計測制御設備及び β・γ 貯蔵セル圧力計測制御設備により、負圧を監

視し、負圧の変動に応じセル排気設備の弁開度を自動で調整することによって、

負圧を一定の範囲に維持するよう制御する設計としていることから、設工認規

則第６条第１項第３号に適合していると認める。 

 

（２） 安全機能を有する施設（設工認規則第１２条第２項） 

        設工認規則第１２条第２項は、安全機能を有する施設は、当該施設の安全機

能を確認するための検査又は試験及び当該安全機能を健全に維持するための

保守又は修理ができるように施設しなければならないことを要求している。 

        申請者は、申請書及び添付書類において、本申請により指示調節計等を更新

する β・γ 封入設備圧力計測制御設備及びβ・γ貯蔵セル圧力計測制御設備

について、機能及び警報の検査を行い、その後は定めた期間に実施する点検に

おいて安全機能を健全に維持していることを確認でき、また、保守又は修理が

できる設計としている。 

 

原子力規制委員会は、本申請により指示調節計等を更新するβ・γ封入設

備圧力計測制御設備及び β・γ貯蔵セル圧力計測制御設備について、安全機

能を確認するための検査又は試験及び当該安全機能を健全に維持するための

保守又は修理ができる設計であることを確認したことから、設工認規則第１



 
 

２条第２項に適合していると認める。 

 

（３）計測制御系統施設（設工認規則第１４条第１項及び第２項） 

        設工認規則第１４条第１項は、特定廃棄物管理施設には、その設備の機能

の喪失、誤操作その他の要因により特定廃棄物管理施設の安全性を著しく損

なうおそれが生じたとき、設工認規則第１５条第１項第２号の放射性物質の

濃度若しくは同項第４号に規定する線量当量が著しく上昇したときに、これ

らを確実に検知して速やかに警報する設備を施設しなければならないことを

要求している。また、設工認規則第１４条第２項は、特定廃棄物管理施設に

は、その設備の機能の喪失、誤操作その他の要因により特定廃棄物管理施設

の安全性を著しく損なうおそれが生じたときに、放射性廃棄物を限定された

区域に閉じ込める能力の維持のための設備を速やかに作動させる必要がある

場合には、当該設備の作動を速やかに、かつ、自動的に開始させる回路を施

設しなければならないことを要求している。 

        申請者は、申請書及び添付書類において、本申請により指示調節計等を更

新する β・γ 封入設備圧力計測制御設備及び β・γ 貯蔵セル圧力計測制御

設備について、分類セル内及びβ・γ貯蔵セル内の負圧が異常に低下したと

きに、これを確実に検知して速やかに警報を発する機能を有する設計として

いる。また、設備の機能が喪失し、電源又は空気源が遮断された場合には排

風機が停止し、フェールセーフ構造の給排気のダンパが閉止され、放射性廃

棄物を限定された区域に閉じ込める能力の維持ができる設計としているため、

閉じ込める能力の維持のための設備の作動を自動的に開始させる回路は必要

ないとしている。 

 

原子力規制委員会は、本申請により更新する指示調節計等の監視・制御範

囲を負圧 500Pa までの範囲とすることにより、セル内の負圧が異常に低下

(50Pa 以下）した場合に既設の換気設備監視盤に警報表示や警報音を発する

設計としていること、また、設備の機能が喪失した際にフェールセーフ構造

の給排気のダンパが閉止され、放射性廃棄物を限定された区域であるセル内

に閉じ込めることができる設計であることを確認したことから、設工認規則

第１４条第１項及び第２項の規定に適合していると認める。 

 

原子力規制委員会は、以上のことから、本申請は、設工認規則の技術上の基準に

適合するものであることを確認したため、原子炉等規制法第５１条の７第３項第２

号に適合していると認める。 

 



 
 

 ３．法第５１条の７第３項第３号への適合性について 

申請者は、本申請に関する廃棄物管理事業者の設計及び工事に係る品質管理の方

法等について、品質管理技術基準規則に適合するよう策定した「廃棄物管理施設品

質保証計画書」に基づき行うこととしている。 

 

原子力規制委員会は、本申請に係る設計及び工事に係る品質管理の方法等につ

いて、平成２７年１２月２４日付けで認可した国立研究開発法人日本原子力研究開

発機構大洗研究開発センターの特定廃棄物管理施設の変更に係る設計及び工事の

方法の認可申請書（平成２７年８月４日付け申請）から、原子力機構の内部統制強

化のため大洗研究所の管理責任者を副所長（品質保証担当）から大洗研究所担当理

事に変更し、及び組織改正に伴う名称変更を行っているが、これらの変更は、大洗

研究所廃棄物管理施設保安規定の変更を反映した保安活動の強化のための変更で

あり、品質管理技術基準規則に適合していることを確認したため、法第５１条の７

第３項第３号に適合していると認める。 


